
様式４
埼玉県障害者交流センターの指定管理業務に係る事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出年月日　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人等名　　　　　　　　　　　

１　埼玉県障害者交流センターに対する現状認識と将来展望について
障害者交流センターに対する現状認識と、障害者交流センターが目指す将来像について、提案してください。また、今後５年間の利用者数の目標も設定してください。
	


　【利用者数の目標】
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	令和12年度

	　　　　 人
	　　　　 人
	　　　　 人
	　　　　 人
	　　　　人


２　指定管理業務を行うに当たっての基本方針
障害者交流センターを管理運営していくに当たって心構え、基本方針、コンセプト（より良いサービスの提供、県民（障害者）の平等な利用、より効果的かつ効率的な運営の方針など）を提案してください。）
	


３　管理執行体制
（１）人員配置及び確保策
	職種
	配置予定職員数
	確保策

	
	常勤
	非常勤
	

	施設長
指導員

事務員

※職種については、適宜
追加してください。
※障害者に対してスポーツ及び文化・芸術事業等の指導経験がある職員の経験年数や有資格者（国家資格、民間資格等）については、別紙（様式任意）にまとめてください。

	
	
	

	
	
	
	


 　
（２）業務の継続的・安定的な運営を図るための職員の確保について

　　（現在障害者交流センターで勤務する職員の雇用を含む。）

	


（３）職員の勤務体制について
	


（４）職員の研修計画について

	


４　柔軟なサービスの提供（サービスの質を確保・向上させるための方策）
２の基本方針を受けて、障害者交流センターの利用者に対する具体的なサービス向上について、事業ごとにその実現策について提案してください。
（１）障害者の更生に必要な相談及び情報の提供に関する事業について
　　（障害者の社会活動に関する情報の提供に関する業務、社会活動支援に関するノウ　
　　ハウの提供、専門分野における各種相談会の実施等）
	


（２）障害者に対する社会活動の支援に関する事業（スポーツ、レクリエーションの指
　　導）について（利用者に対するスポーツ指導、スポーツプログラム、文化・芸術プ
　　ログラムの提供、地域での活動支援等）
	


（３）障害者の社会活動を支える人材の養成・育成に関する事業について
　　（障害者スポーツ指導者の養成及び育成、ボランティアの養成及び育成、福祉に関
　　する啓発を目的とした事業等）

	


（４）苦情・要望への対応について
	


５　効果的・効率的な管理・運営
（１）サービスの自己評価の取組について
	


（２）地域、センターの入居団体等との連携体制について

	


６　障害者交流センターの管理運営に係る令和８年度収支予算案

　　（県から指定管理業務に係る委託料として支払う必要額を見込みで算出すること。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	予算額
	積算根拠

	収　入
	県からの委託料（提案額）
その他収入
（　　　　　　　）
	
	

	
	収入計
	
	

	支　出
	人件費
　職員給料
　職員賞与
　非常勤職員給与

　退職給付
　法定福利費

事業費

　保健衛生費

　被服費

　教養娯楽費

　日用品費

　本人支給金
　水道光熱費・燃料費
　消耗器具備品費

　保険料

　教育指導費

　就職支度費

　車両費
　雑支出

事務費
　福利厚生費

　職員被服費

　旅費交通費

　研修研究費

　事務消耗品費

　印刷製本費

　修繕費

　通信運搬費

　会議費
　業務委託費

　手数料

　賃借料

　租税公課

　保守料
　諸会費

　雑支出

その他支出
（　　　　　　　）
	
	

	
	支出計
	
	


※　消費税率は１０％として計算してください。
※　必要に応じて、費目を変更してもかまいません。
７　５年間の中期収支計画
               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区　　分
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	令和12年度

	収　入
	県からの委託料（提案額）
その他収入
	
	
	
	
	

	
	収入計
	
	
	
	
	

	支　出
	人件費

事業費

事務費
その他支出
	
	
	
	
	

	
	支出計
	
	
	
	
	


　　
　　※　消費税率は１０％として計算してください。
　　※　必要に応じて、費目を変更してもかまいません。
　　※　各年度の収入・支出において、特別な増減がある場合は、以下にその金額と理由を記入して
　　　ください。
	【令和８年度】
【令和９年度】
【令和10年度】
【令和11年度】
【令和12年度】


８　個人に関する情報の取扱いについての基本方針について
　（情報管理体制その他必要と考える事項）
	


９　県内中小企業者、環境、障害者雇用等に配慮した取組について
	


10　その他、センターの設置目的を達成するための創意工夫について（自主事業等）
	


11　危機管理に対する方針について（防災、防犯、その他緊急時の対応等）
日頃から安全管理、防災、防犯に努めるとともに、不測の事態に十分対応できる危機管理体制を構築し、対応策を明確にして職員に周知徹底する対応策等。特に洪水浸水想定区域に該当していることからその対応策。
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